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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第61期 

第２四半期連結 
累計期間 

第62期 
第２四半期連結 

累計期間 
第61期 

会計期間 

自平成29年 
 ４月１日 
至平成29年 
 ９月30日 

自平成30年 
 ４月１日 
至平成30年 
 ９月30日 

自平成29年 
 ４月１日 
至平成30年 
 ３月31日 

売上高 （千円） 3,117,912 4,570,065 7,978,656 

経常損失（△） （千円） △264,685 △64,301 △173,413 

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純損失（△） 
（千円） △275,325 △76,847 △184,510 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △275,932 △53,867 △190,823 

純資産額 （千円） 3,984,188 4,015,429 4,069,296 

総資産額 （千円） 6,261,136 7,081,114 6,944,939 

１株当たり四半期（当期）純損失

（△） 
（円） △18.21 △5.08 △12.20 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益 
（円） - - - 

自己資本比率 （％） 63.6 56.7 58.6 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） 18,748 △95,653 668,647 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） 186,982 86,152 157,322 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △46,708 47,126 △362,080 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高 
（千円） 2,603,855 2,947,315 2,898,150 

 

回次
第61期

第２四半期連結
会計期間

第62期
第２四半期連結

会計期間

会計期間

自平成29年
 ７月１日
至平成29年
 ９月30日

自平成30年
 ７月１日
至平成30年
 ９月30日

１株当たり四半期純利益又は 

１株当たり四半期純損失（△） 
（円） △0.94 3.68 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し
ておりません。

    ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。
    ３．第61期第２四半期連結累計期間、第62期第２四半期連結累計期間及び第61期の潜在株式調整後１株当たり四

半期（当期）純利益については、１株当たり四半期（当期）純損失であり、また、潜在株式が存在しないた
め記載しておりません。

 
 

２【事業の内容】

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 (1) 財政状態及び経営成績の状況

 当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用情勢や企業収益の改善が見られ、個人消費も穏やか

な回復基調が続いているものの、海外では米国の政策動向や米中間をはじめとする貿易摩擦が今後の世界経済

に与える影響が懸念されるなど、依然として先行き不透明な状況が続いております。

 

 このような環境下、当社グループは、中期経営計画に基づき、現行三事業領域の強靭化と各事業間の連携を

図り、安定した収益を確保するとともに、新たなビジネス領域への進出を図り、収益の拡大や市場環境の変化

への対応を推進していくことで更なる業績の向上を最優先課題として日々努めております。 

 

 この結果、当第２四半期連結累計期間におきましては、連結売上高は45億７千万円（前年同期間比46.6%

増）となりました。損益面では、営業損失は６千５百万円（前年同期間は２億６千４百万円の営業損失）、経

常損失は６千４百万円(前年同期間は２億６千４百万円の経常損失)、親会社株主に帰属する四半期純損失は７

千６百万円（前年同期間は２億７千５百万円の親会社株主に帰属する四半期純損失）となりました。

 

 セグメントごとの経営成績は以下のとおりであります。

 システムソリューションにおきましては、前期同期間に中央省庁向けシステム更新の大型案件があり、売上

高は14億９千３百万円（前年同期間比3.9%減）、営業損失は２千７百万円（前年同期間は２千７百万円の営業

損失）となりました。 

 ネットワークソリューションにおきましては、映像配信システム案件が順調に推移し、売上高は６億３百万

円（前年同期間比98.2%増）、営業損失は４千６百万円（前年同期間は２億８百万円の営業損失）となりまし

た。 

 電子部品及び機器におきましては、株式会社エアロパートナーズの子会社化により、売上高は24億７千２百

万円（前年同期間比96.3%増）、営業利益は８百万円（前年同期間は２千８百万円の営業損失）となりまし

た。 

 

 なお、セグメント間取引については、相殺消去しております。

 

 財政状態の概要は以下のとおりであります。 

（資産） 

 当第２四半期連結会計期間末における流動資産は60億７千１百万円となり、前連結会計年度末に比べ１億４

千２百万円増加いたしました。これは主に、受取手形及び売掛金３億５千８百万円、有価証券１億円が減少し

ましたが、商品及び製品８千２百万円、前渡金４億８千９百万円が増加したことによります。固定資産は10億

９百万円となり、前連結会計年度末に比べ６百万円減少いたしました。これは主に、無形固定資産の減少によ

るものであります。 

（負債） 

 流動負債の合計は27億３千４百万円（前連結会計年度末比２億４百万円増加）となりました。これは主に、

支払手形及び買掛金は１億３千４百万円減少しましたが、短期借入金５千１百万円、前受金３億１千５百万円

が増加したことによります。 

 固定負債の合計は３億３千万円（前連結会計年度末比１千４百万円減少）となりました。これは主に、退職

給付に係る負債が１千２百万円減少したことによります。 

（純資産） 

 純資産の合計は40億１千５百万円（前連結会計年度末比５千３百万円減少）となりました。これは主に、親

会社株主に帰属する四半期純損失７千６百万円の計上となったことによります。 
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 (2) キャッシュ・フローの状況

 当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末より４千９百万円増加し、29

億４千７百万円となりました。 

 

  （営業活動によるキャッシュ・フロー）

 当第２四半期連結累計期間においては、９千５百万円の減少（前年同期間は１千８百万円の増加）となりま

した。

 これは主に、売上債権の減少３億６千万円、前受金の増加３億１千４百万円の収入があったものの、税金等

調整前四半期純損失６千４百万円、たな卸資産の増加８千５百万円、前渡金の増加４億８千９百万円、仕入債

務の減少１億３千７百万円の支出によるものであります。 

 

  （投資活動によるキャッシュ・フロー）

 当第２四半期連結累計期間においては、８千６百万円の増加（前年同期間は１億８千６百万円の増加）とな

りました。 

 これは主に、満期保有目的債券の償還による収入１億円、有形固定資産の取得にかかる支出１千万円による

ものであります。 

 

  （財務活動によるキャッシュ・フロー）

 当第２四半期連結累計期間においては、４千７百万円の増加（前年同期間は４千６百万円の減少）となりま

した。 

 これは主に、短期借入金の増加によるものであります。 

 

 (3)経営方針・経営戦略等 

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更

はありません。

 

 (4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題については重要な変更はありません。

 

 (5) 研究開発活動

該当事項はありません。

 

  (6) 資本の財源及び資金状況の流動性についての分析

① 資金需要

当社グループの運転資金需要のうち、主なものは、商品の購入及び人件費・賃借料等によるものでありま

す。

 

② 資本の財源

当社グループにおける運転資金につきましては、内部資金及び金融機関からの借入等によって調達しており

ます。なお、運転資金の安定的及び効率的な調達を行うため、提出会社におきまして取引金融機関とコミット

メントライン契約10億円を締結しております。（借入未実行残10億円）

また、子会社においても別途取引金融機関との間で借入契約を締結しており、当第２四半期連結会計期間末

に５億５千７百万円の借入を行っております。

 

③ キャッシュ・フロー

キャッシュ・フローの分析につきましては、上記(2)キャッシュ・フローの状況に記載しているとおりであ

ります。

 

３【経営上の重要な契約等】

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 55,000,000

計 55,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）

(平成30年９月30日)

提出日現在発行数（株）
(平成30年11月８日)

上場金融商品取引
所名又は登録認可
金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 15,514,721 15,514,721
東京証券取引所

市場第二部

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式

単元株式数100株

計 15,514,721 15,514,721 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

     該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 
（株）

発行済株式 
総数残高
（株）

資本金 
増減額 

（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金 
増減額 
（千円）

資本準備金 
残高 

（千円）

平成30年７月１日～

平成30年９月30日
－ 15,514,721 － 3,426,916 － 615,043
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（５）【大株主の状況】

    平成30年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％） 

石 川 理 香 東京都杉並区 1,606 10.62 

株式会社三菱UFJ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 466 3.08 

特定有価証券信託受託者 

株式会社SMBC信託銀行 
東京都港区西新橋１丁目３番１号 466 3.08 

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１番１号 465 3.07 

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町１丁目４番地 238 1.57 

株式会社SBI証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 221 1.46 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番10号 200 1.32 

カシオ計算機株式会社 東京都渋谷区本町１丁目６番２号 176 1.16 

理経従業員持株会 東京都新宿区西新宿１丁目26番２号 155 1.02 

岩井コスモ証券株式会社 大阪府大阪市中央区今橋１丁目８番12号 144 0.95 

計 － 4,142 27.39 

（注）当社は上記のほか、自己株式394,958株を所有しております。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成30年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 394,900 －

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式

単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式 15,110,400 151,104 同上

単元未満株式 普通株式 9,421 － －

発行済株式総数 15,514,721 － －

総株主の議決権 － 151,104 －

（注）「単元未満株式」欄には、当社保有の自己株式が58株含まれております。

 

②【自己株式等】

平成30年９月30日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社 理経
東京都新宿区西新

宿１丁目26番２号
394,900 － 394,900 2.54

計 － 394,900 － 394,900 2.54

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成30年７月１日から平

成30年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 なお、新日本有限責任監査法人は平成30年７月１日付をもって名称をEY新日本有限責任監査法人に変更しておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成30年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成30年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 2,898,150 2,947,315 

受取手形及び売掛金 2,312,469 1,953,662 

有価証券 100,197 - 

商品及び製品 208,456 290,851 

前渡金 331,437 820,739 

その他 78,974 59,553 

貸倒引当金 △547 △675 

流動資産合計 5,929,138 6,071,447 

固定資産    

有形固定資産 403,507 403,116 

無形固定資産    

のれん 131,227 117,148 

その他 36,973 31,764 

無形固定資産合計 168,200 148,912 

投資その他の資産    

投資有価証券 147,770 158,267 

繰延税金資産 66,393 67,847 

その他 229,929 231,523 

投資その他の資産合計 444,092 457,637 

固定資産合計 1,015,800 1,009,666 

資産合計 6,944,939 7,081,114 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 1,159,281 1,025,157 

短期借入金 506,000 557,000 

未払法人税等 27,543 34,998 

前受金 544,854 860,513 

その他 292,247 257,028 

流動負債合計 2,529,925 2,734,697 

固定負債    

退職給付に係る負債 261,516 249,164 

役員退職慰労引当金 39,716 41,141 

その他 44,482 40,681 

固定負債合計 345,716 330,987 

負債合計 2,875,642 3,065,684 

純資産の部    

株主資本    

資本金 3,426,916 3,426,916 

資本剰余金 615,043 615,043 

利益剰余金 175,906 99,059 

自己株式 △112,259 △112,259 

株主資本合計 4,105,606 4,028,759 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 40,050 50,546 

繰延ヘッジ損益 146 519 

土地再評価差額金 △11,613 △11,613 

為替換算調整勘定 △61,360 △50,278 

退職給付に係る調整累計額 △3,531 △2,503 

その他の包括利益累計額合計 △36,309 △13,329 

純資産合計 4,069,296 4,015,429 

負債純資産合計 6,944,939 7,081,114 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 

 至 平成29年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成30年４月１日 
 至 平成30年９月30日) 

売上高 3,117,912 4,570,065 

売上原価 2,451,555 3,558,426 

売上総利益 666,357 1,011,639 

販売費及び一般管理費    

給料及び賞与 451,099 527,705 

退職給付費用 17,997 17,310 

役員退職慰労引当金繰入額 - 1,425 

のれん償却額 - 14,079 

貸倒引当金繰入額 - 127 

その他 461,464 516,687 

販売費及び一般管理費合計 930,561 1,077,335 

営業損失（△） △264,203 △65,695 

営業外収益    

受取利息 440 194 

受取配当金 904 1,355 

受取賃貸料 1,226 1,191 

受取保険金 - 3,000 

その他 732 1,629 

営業外収益合計 3,303 7,370 

営業外費用    

支払手数料 3,512 3,498 

為替差損 - 1,753 

その他 273 724 

営業外費用合計 3,786 5,976 

経常損失（△） △264,685 △64,301 

特別損失    

子会社移転費用 2,000 - 

特別損失合計 2,000 - 

税金等調整前四半期純損失（△） △266,686 △64,301 

法人税、住民税及び事業税 7,298 14,264 

法人税等調整額 1,339 △1,718 

法人税等合計 8,638 12,545 

四半期純損失（△） △275,325 △76,847 

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △275,325 △76,847 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 

 至 平成29年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成30年４月１日 
 至 平成30年９月30日) 

四半期純損失（△） △275,325 △76,847 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △1,955 10,496 

繰延ヘッジ損益 △158 373 

為替換算調整勘定 10 11,082 

退職給付に係る調整額 1,496 1,027 

その他の包括利益合計 △607 22,979 

四半期包括利益 △275,932 △53,867 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △275,932 △53,867 

非支配株主に係る四半期包括利益 - - 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 

 至 平成29年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成30年４月１日 
 至 平成30年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純損失（△） △266,686 △64,301 

減価償却費 15,052 18,292 

のれん償却額 - 14,079 

受取利息及び受取配当金 △1,345 △1,549 

支払利息 - 106 

売上債権の増減額（△は増加） 154,974 360,862 

たな卸資産の増減額（△は増加） △88,440 △85,279 

前渡金の増減額（△は増加） △283,214 △489,294 

その他の流動資産の増減額（△は増加） 65 4,219 

仕入債務の増減額（△は減少） 254,960 △137,433 

前受金の増減額（△は減少） 372,493 314,872 

その他の流動負債の増減額（△は減少） △46,228 △32,758 

その他 △77,579 10,608 

小計 34,052 △87,575 

利息及び配当金の受取額 3,353 2,233 

利息の支払額 - △106 

法人税等の支払額 △18,658 △10,204 

営業活動によるキャッシュ・フロー 18,748 △95,653 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △4,399 △10,999 

無形固定資産の取得による支出 - △1,293 

投資有価証券の取得による支出 △24,000 - 

投資有価証券の償還による収入 240,000 100,000 

差入保証金の差入による支出 △24,617 △1,555 

投資活動によるキャッシュ・フロー 186,982 86,152 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） - 51,000 

配当金の支払額 △45,122 △331 

その他 △1,585 △3,541 

財務活動によるキャッシュ・フロー △46,708 47,126 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △74 11,539 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 158,947 49,165 

現金及び現金同等物の期首残高 2,444,907 2,898,150 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 2,603,855 ※ 2,947,315 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

該当事項はありません。

 

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用） 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負

債の区分に表示しております。 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成30年４月１日
至 平成30年９月30日）

現金及び預金勘定 2,703,855千円 2,947,315千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △100,000 -

現金及び現金同等物 2,603,855 2,947,315

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日）

配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり 
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日

定時株主総会
普通株式 45,359 3 平成29年３月31日 平成29年６月30日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日）

配当金支払額

該当事項はありません。

 

- 12 -

2018/11/08 15:43:46／18435310_株式会社理経_第２四半期報告書



（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  報告セグメント 

合計 調整額 
四半期連結損益
計算書計上額

（注）  
システムソリ
ューション 

ネットワー
クソリュー
ション 

電子部品及び
機器 

売上高            

外部顧客への売上

高 
1,553,200 304,723 1,259,988 3,117,912 - 3,117,912 

セグメント間の内
部売上高又は振替
高 

484 25,025 680 26,190 △26,190 - 

計 1,553,685 329,748 1,260,668 3,144,102 △26,190 3,117,912 

セグメント損失

（△） 
△27,135 △208,828 △28,239 △264,203 - △264,203 

（注）セグメント損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。 

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  報告セグメント 

合計 調整額 
四半期連結損益
計算書計上額

（注）  
システムソリ
ューション 

ネットワー
クソリュー
ション 

電子部品及び
機器 

売上高            

外部顧客への売上

高 
1,493,397 603,809 2,472,858 4,570,065 - 4,570,065 

セグメント間の内
部売上高又は振替
高 

3,853 30,319 1,061 35,234 △35,234 - 

計 1,497,250 634,129 2,473,920 4,605,300 △35,234 4,570,065 

セグメント利益又は

損失（△） 
△27,182 △46,815 8,302 △65,695 - △65,695 

（注）セグメント利益又は損失（△）の合計額は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。 
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自  平成29年４月１日
至  平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成30年４月１日
至  平成30年９月30日)

１株当たり四半期純損失 18円21銭 5円08銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する 

四半期純損失（千円） 
275,325 76,847

普通株主に帰属しない金額（千円） - -

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純損失（千円）
275,325 76,847

普通株式の期中平均株式数（千株） 15,119 15,119

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が

   存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

２【その他】

 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。

 

- 15 -

2018/11/08 15:43:46／18435310_株式会社理経_第２四半期報告書



 
  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年11月８日

株式会社理経 

取締役会 御中 

 

EY新日本有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 福 原 正 三 印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 佐久間 佳 之 印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社理経の

平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成30年７月１日から平成30年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社理経及び連結子会社の平成30年９月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

   ２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成30年11月８日

【会社名】 株式会社 理経

【英訳名】 RIKEI CORPORATION

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  猪 坂  哲

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役経理部長  長谷川 章詞

【本店の所在の場所】 東京都新宿区西新宿１丁目26番２号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）
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１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役猪坂哲及び取締役経理部長長谷川章詞は、当社の第62期第２四半期（自平成30年７月１日 至平成

30年９月30日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

 

２【特記事項】

 特記すべき事項はありません。
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